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ついては、地方税の法人事業税を

廃止し、国際的水準である35％ま

で下げるべきとしています。これ

は企業がグローバル競争のなかで

勝ち抜くために必要だからです。

「基幹税中の基幹税」と言える消費

税に関しては、年金目的税９％、

法人事業税の廃止と税源移譲を考

慮して地方税５％、国税２％を内

訳として合計16％程度にすべきと

いうのが経済同友会の主張です。

ただし、プライマリーバランス

の黒字化は歳出の削減だけで行う

べきです。規制改革・新事業創造

に国が積極的に取り組み、経済の

活力を十分に掘り起こして税収を

上げるべきであり、足らない分は

増税でまかなおうとするのは間違

いです。

私は、国民一人ひとりが、目指

す日本の姿づくりに一役買うため

に税を納めるという気持ちに変わ

る必要があると思ってます。その

ため、広く国民の方々に読んでい

ただくことに主眼を置き、本提言

は全編“ですます調”にしました。

会員の皆さんには、この提言を世

の中に知ってもらう手助けをして

いただきたいと思います。

税は公権力に取り立てられるも

のというのが今までの一般的な考

え方でした。しかし、税は国・地

方公共団体の行政サービスの対価

として納めるものです。さまざま

な行政サービスを国民としてきち

んと監視し、納得した上で、「社会

のために皆が願いを込めて納める

税制」へとシフトすべきだと思っ

ています。

現在の税制の骨格は1949年シャ

ウプ勧告時のものです。1949年は、

1ドル＝360円体制が始まり、国

鉄・専売公社が発足した年。当時

と比べると、少子化・高齢化、個

人・企業のグローバル化、産業構

造・国民の生活の変化など、経済

面・社会面で大きな変革が起きて

おり、税制が現状とマッチしてい

ません。そこで、①個人と企業の

活力を存分に引き出す、②次世代

に持続可能な社会を引き継ぐ、③

少子化・高齢化に効率的に対応す

る、④透明で効率的な行政をして

国民の信頼を得る、という４つの

視点から検討しました。

今回の提言では、基幹税に焦点

を当てています。所得税に関して

は、所得再配分を強めるべきとい

う格差是正の議論と最高税率に関

する議論が混ざってしまっていま

す。これについては寄附税制を拡

充、低所得者に対しては勤労・子

育て支援のための「給付つき税額

控除」の導入、基礎的な食品にか

かった消費税の還元で対処し、税

率の上限は現状の50％にとどめる

べきです。また、法人実効税率に

皆が願いを込めて納める税制へ
基幹税を抜本的に改革すべき
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